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はじめに
アメリカ合衆国における予備選挙制度(フ。ライマリー)は，アメリカの政
治のあり方を決定的に規定している重要な特色である。予備選挙は州法で定
められたものであり，公的制度としての性格を付与されているが，他方で，
政党の公認候補者を決定する手続であるから，政党の内部問題であり，政党
の結社の自由に関わる問題でもある。したがって，アメリカの選挙法制・政
党法制が，予備選挙の公的な選挙制度という側面と政党の私的な結社という
側面をどのように調整してきたかは，政党の法的地位の比較憲法的研究とい
う視点からは，極めて興味深いテーマを構成する。本稿は，諸ナト|における予
備選挙の形成過程において，いまだ連邦憲法修正条項の適用が議論となって
いない時点で.予備選挙の投票資格，つまり.党員資格，の決定が州憲法の
下にどのような問題に貰面したかを探ることを通して，政党の法的地位をめ
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ぐる憲法論の議論枠組みの形成過程を追跡してみることを課題とする。最初
に予備選挙の投票資格 z 党員資格の決定がどのように行われたかを分析し，
その後に決定方法をめぐって争われた訴訟の判決例をいくつか見てみたい。
投票資格の決定方法
(1) 資格要件の法定
予備選挙が政党の候補者を指名する手続であるとすれば，予備選挙で投票
しうる者は党員ということになる。予備選挙の投票資格は党員資格と一致す
るのが通常である。
州による政党の規制が行われる以前には，各党の党員は党自身により決定
されていた。アメリカの二大政党は，伝統的に，党費納入を基礎とする党員
制度(due-payingmembership)を採ってこなかった。小政党の場合と異なり，
二大政党には党費というものは存在しなかったのである Oアメリカの政党は，
基本的には，公職とそれから派生する利得の獲得を目的とした組織である。
そのために，党の支援の下に選挙で公職についた者や.スポイルズ・システ
ムを通じてポストを得た者，あるいは，公の仕事を請け負った業者から，報
酬の一部を党に上納させるということは行われたが，これは党費とは性格を
異にする。当時の政党は，ポストヤ利得を求めて集まる者たちをボスが組織
する形で成り立っており，党員名簿はボスにより管理されていた。そして，
とのことが名簿の操作を遇ヒてのボス支配を容易にしていたのである。
政党のボス支配を打破するために，プライマリーを公的な制度として導入
することになるが，そこで問題となるのは，誰にプライマリーの投票権を与
えるかである。プライマリーが政党の公認候補者指名手続であることを考え
れば，その投票権を党員に限定するというのは自然な発想であったろう。し
かし問題は，ある者が党員であることを誰がどのようにして認定するかであ
る。政党が結社として存立するためには 自己のメンバーの決定権を欠くこ
とはできない。事実，政党は，これまで，メンバーの資格嬰件を自ら定め，
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ある者がその要件を満たすかどうかを自ら認定してきたのである。このため，
プライマリーが法律により政党に強制されることになった当初，その法律で
投票資格まで規定することに対しては，かなり強い反発があったようであり，
ぞれがカリフォルニア州の1897年プライマリー法に対して州最高裁が示した
態度に反映されている。この法律は，投票資格要件の一つ (atest)として，
プライマリーで選出された代議員が党大会において指名する候補者を，自分
も支援するつもりである旨の貫醤を要求していたが，州最高裁は議会が資格
要件を定めるということ自体に反対して次のように述べている。
「プライマリー選挙の資格要件を創設する権限が議会に存在すると認める
やいなや，議会が適当と考えるいかなる要件をも創設しうる議会の権利とい
うものを認めることになる。本法に規定された要件自体は非常に合理的なも
のだと吉いうるかもしれないが，それを規定する権利は，その要件をきわめ
て不合理なものとする権利をも伴うものなのである。ある要件を創設する権
限が議会に存するなら，民主党の支配する識会には，比率16対lの銀貨鋳遣
の自由に対する信念を投票資格要件とする権限があり，共和党の支配する議
会には，保護関税に対する信念を要件とする同様の権限があることになろう。
そのような権限が憲法の下に支持されるならば，政党の生死は州議会の掌中
に握られてしまうことになろう。(1)J 
こうした反発を考慮して 当初いくつかの州では投票資格(党員資格)を
法律では定めず政党の決定に委ねたが， しかし，一般的な傾向としては，州
法で定める方向が支配的となる。これにはこつの理由を指摘できるだろ
うは)。一つは， もともと民主党も共和党も強固なイデオロギーを基礎に結
集した政党ではなく，広範な大衆を党員として受け入れうる体質をもってい
たことである。たとえば， 1921年に探択されたオクラホマ州民主党規則は.1オ
クラホマ州民主党は，アメリカの民主党の由緒正しい諸原理に同意し，全国，
州および地方の選挙においてこれら諸原理と党の候補者に支持と忠誠を供与
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する有権者により，構成される」と規定していたが(3) r民主党の由緒正し
い諸原理」というのは幅広い理解を許容するきわめて抽象的な文雷であり，
党員資格を限定する意味はほとんどもちえない。全国レベルの民主党・共和
党の場合には.要件はさらに緩やかであった。全国レベルの政党が機能する
のは，専ら大統領選挙に際してであるといってよく，大統領選挙に向けてそ
れぞれの党の全国委員会がその候補者指名のための全国党大会を召集するに
あたり，各州の代議員の数および選出方法を決定し.その中で代議員の選出
に参加しうる者の資格も定めるのが慣例であったが，たとえば， 1892年の共
和党は，r共和党の諸原則」の支持を要求したにすぎなかった。民主党の場合，
1884年の全国党大会召集状が「過去の政治的所属・対立と関係なく，純粋で
経済的で立憲的な政府を求める闘いに団結しうるすべての民主的・保守的な
合衆国市民Jと規定し，その後ほとんどそのまま同じ規定が用いられたが，
二O世紀のはじめにはこの文言さえも削除され，いかなる要件も規定されな
くなってしまったという (4)。政党自身が.このように党員資格を特に重視
する態度をとっていなかったとすれば党員資格が法律で定められることに
ついて，政党の側から強い抵抗はなかったと思われるのである。
これは，政党が法律による党員資格の定めに特に反対しないという消極的
な理由であるが，他方で 第2の理由として 政党が法律による規定を積極
的に要求するようになる理由も生じた。当時の政党にとって，問題は党員資
格が法律により押し付けられるということより，むしろ，反対党の支持者が
「襲撃」してくるのをどう阻止するかの方に移っていたのである。プライマ
リーが政党の内部問題として法的規制を受けなかったときには，党に敵対的
な者がプライマリーに介入してくるのを阻止することは困難ではなかった。
党は，党が敵対的と判断した者を自由に排除できたのである。ところが，法
的規制がはじまり，プライマリーに公的性格が付与されてくると，敵対者を
排除するにも適正な手続が必要となり，党の判断で自由に排除することはで
きなくなる。逆に言えば敵対者が党の支持者と偽ってプライマリーに介入
してくる危険が増大し，このために，党を保護する方法として法律で党員資
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格を明示することを求める声が強まったのである。そこで，最初かなりの州
で採用したのが，政党支持の宣誓を求める(後述のように，政党支持に疑念
をかけられ，プライマリーへの参加・投票に異義を申し立てられた場合にの
み宣誓が要求されるのが普通)方式である (5)。つまり，宣誓を投票の資格
要件としたのである。この場合に.宣誓内容としては，次の3つを区別しう
る。第lが，過去の選挙でその党を実際に支持してきたことの宣誓，第2が，
現在支持しているととの宜番，第3が，今後支持するつもりであることの宣
誓である。州により，これらのいずれか，あるいは，それらを組み合わせた
内容の宣誓を要求したのである(6)。
(2) 要件充足の認定方法
資格要件そのものの法定よりももっと重要なのは，その要件を満たしてい
るかどうかの認定方法である。この点、で"最初いくつかの介|が採用したのは，
「異義申し立て制度J(challenge system)であった。この制度の下においては，
投票者は投票所において 支持政党を3宣言してその政党の投票用紙の交付を
受け，投票する。その際に，選挙管理人が投票所中に聞こえる声でその政党
名を復鳴し，それに呼応しでもし誰かが投票者の党員(投票)資格に異義を
唱えた場合には，投票者は，定められた資格要件を満たす者であることを宣
誓しなければならない。この制度においては.投票者がプライマリーごとに
党籍を変更することは比較的容易であり，その限りで他党襲撃の危険が増す。
とくに資格要件が現在その政党を支持していることあるいは将来支持するつ
もりであることという場合，その旨の宣誓をすることはそれほど心理的抵抗
なしに行いうるであろうから，強固な支持者でなくともプライマリーに参加
してくる可能性は高い。過去の選挙でその党を支持したということが要件で
ある場合には，実際に支持しなかった者がそのような宣誓をすることには心
理的抵抗が伴うであろう。したがって 真の支持者でない者を排除するには
役にたっ。しかし，同時に，支持政党の変更を困難にし(変更するためには
一度本選挙でその政党を支持するまで待たねばならない)，現時点での真の
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支持者まで排除する可能性をもっ。それゆえに.過去の支持を要求するのは
違憲であるとする主張も存在した(7)。
しかし，いずれにせよ，この宣誓には法的効果はなかった。秘密投票が認
められている以上，本選挙で誰!こ投票したか，あるいは，するかは，知りょ
うがなく，宣誓違反に法的サンクションを加えることなどできないのであ
る(8)。もちろん，宣誓が道徳的な意味しかないとしても，宣誓というもの
がアメリカ人にとって有する心理的意味を無視することはできない。宣蓄と
いう文化をもたない我々が想像する以上の拘束力をもっていることはまちが
いない。しかし，そうだとしても，実際の運用において，この制度はほとん
ど満足に機能しなかったという。というのは，政党が異義を唱えるための人
員をすべての投票所に配置することは事実上不可能であったし，かりに配置
しでも，大都市においては面識のない投票者がほとんどで，異議を唱えるた
めの人的知識を欠いていることが多かったからである (9)。これに対し，よ
り広範に普及して行くことになるのは，所属政党登録制 (enrollement
system)である O
所属政党登録制とは，予め政党所属を登録した者のみが，その党のプライ
マリーで投票できるという制度である。登録の時期(選挙人登録と同時に行
うか，政党登録のための特別の日あるいは期聞を設定するか，選挙のどのく
らい前までに登録することが必要か)，方法(たとえば，郵便による登録を
認めるかどうか)，政党所属変更の難易などの点で 各州制度の具体的内容
はさまざまであるが，一般に，異義申し立て制度よりは登録制度の方が投票
者により慎重な考慮を要求するものと理解されていた(10)。
ニ投票資格を巡って争われた事例
州法が規定した投票資格を争う場合の訴訟には，二つの類型を区別できる。
一つは，ナト|法は政党の権利を侵害するのではないかという争いである。もう
一つは，州法による投票資格の規定が一般党員あるいは一般有権者の何らか
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の憲法上の権利を侵害しているのではないかという争いである。
(1) 政党の権利の争い
プライマリーの投票資格とは，党員資格であり，それはもともと政党自身
によって、決定されていた。したがって その党員資格=投票資格を法律で定
めるとなれば，政党の側からの反発は必至である。団体が，自己のメンバー
を自ら決定しえないならば，その団体は，それだけ自律的な私的団体として
の性格を失わざるをえない。メンバー資格が法定される限度において，政党
が「公的な制度」としての性格をもつことになるのである。ゆえに，プライ
マリーの投票資格を巡って，政党の私的団体的性格と公的制度的性格とがせ
めぎあうことになる。この問題を初期のナト|裁判所がどのように扱ったかを知
るには，カリフォルニア州における展開を見るのが興味深い。
(イ) 法律による党員資格の拡大一一カリフォルニア州の場合
政党にプライマリーの施行を義務づけた1897年のカリフオJレニア州予備選
挙法の合憲性が争われた前述の Spierv. Bakerにおいて，州最高裁は，立
法府に予備選挙の投票資格を定める権限があるのかどうかを問題とした。と
いうのは，この法律が，プライマリーでの投票資格要件の一つ (atest)と
して，プライマリ」で選出された代議員が党大会で指名する候補者を自分も
支援するつもりである旨の宣誓を要求していたからである。判決自体は，他
の理由で法律を違憲としたため，投票資格に関する論点について結論を出す
のは控えたが，先に引用した判旨にみられるように(Jl) 違憲の疑いがある
旨の強い警告を発している O
この判決を受けて，州議会は1899年にプライマリー法を改正し，今度は開
放的プライマリーの方式を採用した。すなわち，一定の政党(前回選挙で総
投票の3パーセント以上を得票した政党)に対し選挙管理委員会の監督下に
同時一斉に予備選挙を行うことを命じ，投票者は，全政党の候補者が印刷さ
れた一枚の投票用紙を受け取り，そこから自己の政党所属とは無関係に好き
な政党を選んで投票することにしたのである。したがって，ここでは，前の
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法律のように，党員たることのテストとして，党大会で指名されるであろう
候補者を本選挙において支捜する旨の誓約は要求されていない。この法律の
合憲性が争われたのが.Britton v. Board of Election Commissioners(J2)であ
る。この判決において，州最高裁は次のように述べて本法律を違憲とした。
「積極的に活躍する複数の政党一支配的な政党に対立する諸政党ーは，前
述のように，我らが政府の存在そのものにとって必要不可欠である。共通の
政治信条もしくは統治原理を有する者が，人数いかんに拘らず，その見解を
政党組織を通じて唱道する権利は，否定することができない。前述のように，
『自己保存は，個人にとってと同様.政党にとっても生得の権利であるj(先
例の引用，省略一筆者)。かかる政党組織を破壊し.あるいは，政党組織が
不正に政敵の手に渡ることを許すような法律は，支持されえない。政党の内
部過程は，規制することは許されるのであり，政治的腐敗・不正を抑制する
方法を考案するにあたり立法府の英知が行使されることであろう。しかし，
立法府自身が，規制の口実の下に，それらの悪事に扉を開放してしまうよう
なことは，許されてはならない。組織政党の敵対者にその政党の候補者指名
大会への代議員を任命することを授権もしくは許容する法律は，一時たりと
も是認されることはないだろう。にもかかわらず，実際，それこそが，まさ
に，本件の法律が許容するところのものなのである。それは，全政党の予備
選挙が同時に行われるべきことを規定している。その選挙で投票しようとす
る者に対し，一枚の投票用紙が交付される。かれの一過去，現在もしくは将
来の一政党所属に関する質問はいっさい許されない。投票者は，投票用紙を
受け取り，隔離された投票間仕切りの中に入り，そこで秘密裡に，いかなる
法律にも違反することもなく，厳格に法律に従って，いずれかの政党の党大
会への代議員を， 自分がその政党の党員であるかどうかーはたしてその政党
の党員となる筑があるかどうかーに関係なく，自己の望み通りに指定するの
である。その結果は明かである。政党とその事務の支配権，その主義主張の
普及と唱道は，正買な党員の手から取り上げられ，イ也の政党もしくは無所属
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の堕落し腐敗した輩に譲り渡されるのだ。かくして偉大な政党の名をまとっ
て仮装行列をすること.それが，本法律によって，その党を代表する権限と.
党の候補者としてかれらが選んだ者を本選挙の投票用紙に載せる権限とを授
けられた人々ーその唯一の目的が党の混乱と破壊であるかもしれないのに，
本法律によりその党の代表者であると宣言された一団の人々ーの党大会とい
うことかもしれない。権利宣言の中で，そこに含まれた列挙は，人民に留保
された他の権利を害し，あるいは，否定するものと解釈されてはならないと，
明示的に宣言されている。憲法l条23節。このように政党の混乱と不正代表
を可能にする法律は，これらの留保された権利の草新(原文ではinnovation
となヮているが， invasion侵害の誤記かと恩われる一筆者)である。J(13)
先にSpierv. Bakerにおいて，州法によりテスト(投票資格)を定めるこ
とに対し強い違憲の警告を受けたが，今回このBritton判決では，道にテス
トを定めないことが違憲とされた。しかし，この両判決は，必ずしも矛盾す
るわけではないと思われる。というのは， 1;走者の論点は，プライマリーの投
票資格を党員に限定しないこと，換言すれば，党員以外に投票資格を認める
ことが，政党の権刺を侵害しないかどうかであったのに対し，前者における
論点は，投票資格を政党ではなくて州が決定することが許されるのかどうか
だ、ったからである。法律で開放的予備選挙を強制することはできないという
結論仁法律で投票資格(党員資格)を強制しではならないという結論は，
両立しうるのである。たとえば，法律で閉鎖的予備選挙を定め(党員しか参
加できない)，投票資格(誰が党員か)については政党の決定に委ねるとい
う方法がありうるのである。
しかし，カリフォルニア州議会は，法律で投票資格を規定することを望み，
それを可能にするために憲法改正に訴えた。そして，実現された憲法改正は，
第2条第2節の2として次のような内容の規定を憲法に追加した。すなわち，
立法府は，政党の党大会への代議員の選出に関する法律を制定する権限を有
し，その際に，有権者がプライマリーにおいて投票するための資格要件
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(tests)を法律により直接規定するか，あるいは，その規定権限を各党の指
導機関に委任することができる， という内容である。これによヮて予備選挙
規制の憲法上の根拠を与えられた立法府は， 1901年に新たな予備選挙法を制
定する。この法律は.1907年に改正されているが その法律の1366a条は次
のような政党所属の登録制を採用した。すなわち，有権者は，選挙人名簿へ
の登録申請に際して，今後行われる予備選挙で投票に参加したい政党を宣言
し，それを登録簿に記載してもらう。政党宣言を拒否した場合には，その皆
記載される。以後の予備選挙では.登録簿に記載された政党以外の政党では
投票できない。ただし，登録期間中に政党所属の変更を届け出た場合は，そ
れ以降新たに所属した政党の予備選挙に投票できる。
この規定の合憲性を争ったのが， Schostag v. Cator(14)であるが，その理由
は，これが政党の権利を侵害するということではなく，政党宜言をしなかっ
た者を排除するのは，有権者の権利を侵害するというものであり，次項の問
題に属する。憲法により立法府に権限が与えられてしまった以上，結社権の
明示的規定なしにはもはや政党の権利の侵害を主張するのは困難になったと
いうことであろう (15)。
(ロ) 追加的資格要件を定める政党の権利一一テクサス州における展開
カリフォルニア州では，憲法改正によって問題を解決したが，他の州では，
既存の憲法の解釈として，議会に資格要件を定める権限が認められていった。
カリフォルニア州最高裁判決Spierv. Baker のように議会の権限に疑問をは
さむような判決は出されることなく，むしろテストを定めない方が問題であ
るとするBritton判決の路線が定着していったのである。しかし，テストを
定める権限は， もともと政党に存した。それを州が規定するようになること
により，政党から完全に奪いIとられてしまうのであろうか。そうではなくて，
州法に反しないかぎり，政党も権限を留保しているのではなかろうか。この
問題は，政党が， "トlの定めたテストに加えて 政党独自のテストを規定しう
るかという形で議論されることになる。州によっては，これに立法的な解決
を与えたところもあった。たとえば，カリフォ Jレニア州の1907年法の
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Section 1361aは，政党に追加的なテストを定めることを認めた(16)。また，
ルイジアナナト|の1906年予備選挙法は， Section 9で各政党の汁|中央執行委員
会に追加的な資格要件を定めることを認めていた(17)。では，法律で一定の
テストを定めながら，政党の追加的テストを定める権限については沈黙して
いるという場合には，どう解すべきであろうか。この問題については，テク
サス州における展開が興味深い。
テクサス州では，最初， 1903年のプライマリー法で，郡 (county)の執行
委員会に追加的資格要件を定める権限を与えていた(18)。このことは，プラ
イマリーに参加する資格要件が，郡ごとに異なりうるということを意味する。
そして，郡によっては，党内反対派を排除する手段として追加的資格要件を
悪用したところもあったようである。そこで，州民主党(テクサス1'["は，民
主党が圧倒的に優勢で，事実上民主党の単独支配の州であった)は， 1906年
の党綱領で，プライマリ一法を改正して統一的なテストを規定することを要
求し，民主党選出の州知事も統一的なテストが党内融和にとって不可欠との
見解を表明した。これを受けて，州下院は， 1907年に，州の執行委員が定め
た統一テストを投票用紙に印刷することを内容とする法案を可決した。しか
し，上院はこれを修正し， I私は， (所属党名会記入する)の党員であり，本
プライマリーによる被指名者を支擁することを替う」という統一テストを投
票用紙に印刷する内容の法案を可決した。その後， 1923年になって，議会は，
1903年以来の郡執行委員会に追加的資格要件を定める権限を授けた規定安改
正し， I真正の (bonafide)民主党員は，プライマリー選挙に関する法律と
規則を遵守するかぎり，民主党のあらゆる予備選挙に参加しうる，但し，黒
人は参加できないJという内容に改めた。この体制の下で下されたのが，テ
クサス州民事控訴裁判所の判決Briscoev. Boyle(l9)で、ある。
テクサス州のある郡の民主党執行委員会は， 1926年のプライマリー選挙に
先立ち，来る予備選挙での投票者に対して次のような内容の宜替書を提出す
るよう要求することがありうる旨の決議を採択した。すなわち， I私が投票
することに対し，私が前回の本選挙で民主党以外の政党に投票し，支援・激
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励を与えたとの理由で，異義が唱えられ， しかるべく宣誓がなされたので，
私は，ここに，誓約をもって，前回の本選挙では民主党以外に投票し，支援・
激励を与えたということはないこと，さらに，今回の本選挙でこの政党の指
名者を支援するつもりであることを宣言するjという内容の宣誓書である。
そこで， 1924年に，民主党の指名候補者を支援することを宣誓した上で民主
党のプライマリーに参加しながら 本選挙では他党の候補者に投票した
Briscoe等が，この決議の執行の差止を求めたのが，本件訴訟である。
控訴裁判所は，次のように述べて差し止めを認めた。法律は，黒人の投票
資格の否定を別にすれば，プライマリーでの投票資格を党員に限定した外に
は明示的な制限をおいていない。プライマリーに対する法的規制が始まる前
には，投票資格は政党の定めるところに任されていたが，法律の規制が始まっ
て以降は，政党の裁最権は失われることになった。その一つに，投票者に政
党への忠誠宣誓を要求する権限がある。法3110条は， r私は， (所属党名を記
入する)の党員であり，本プライマリーによる被指名者を支援することを誓
う」という統一テストのみを投票用紙に印刷すると定めた。この規定を置く
ことにより，立法府は，これ以外の宣誓を投票者に課すことを禁じたのであ
る。「この宣誓は，投票者の現在の意図を問題とする。もし自分がプライマリー
選挙を行うその党の党員であると考え その選挙で選ばれた被指名者に投票
する意図が現在あるならば，そのプライマリーで投票する権利があり，投票
することにより，来るべき本選挙でその被指名者を支持する義務を負うこと
になるのである O 法律は 投票者の資格の判断を 彼の過去の行動によって
ではなく，現在の意図によって行おうというのである。過去にしたこと，あ
るいは， しなかったことではなく，直近の未来に行うと約束し，それを名誉
にかけて自己の義務とするところのものによってなのである」。こうして，
控訴裁判所は，法律の定めたもの以外のテストを追加する権限を政党に対し
て否定した。
ところで， 1923年の上記規定は，プライマリーから黒人を排除した点につ
き， 1927年に連邦最高裁により違憲とされた(20)。そこで，この規定は次の
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ように改正された。
「当州のいずれの政党も，その州執行委員会を通じて，自党の党員資格を
定める権限をもち，誰がその党に投票等参加する資格を有するかを独自に決
定する。但し，いかなる者も，以前の政治的見解や政党所属を理由に，ある
いは，当該政党以外の組織のメンバーであったとかなかったとかの理由で，
当州内のプライマリーに参加する権利を否定されてはならないJ(1928年法
3107条)。
この改正は，黒人に参加資格を付与するためになされたのではない。法律
で黒人を排除する代わりに，州執行委員会の決定により黒人を排除すること
を考えたのである。州執行委員会の決定なら，ステイト・アクションとはな
らず，連邦憲法の拘束は受けないはずだという判断に基づいた改正なのであ
る。しかし，州執行委員会の決定も，後に連邦最高裁によりステイト・アク
ションとされ，連邦憲法違反の判決を受けることになるが， この問題は別稿
で詳しく見る予定であり (21) とりあえずここでは 改正法の但し書に注目
しておきたい。この但し書は，州執行委員会の資格要件決定権が，党内反対
派の締め出しに悪用されることを禁止した意味をもっていたのである。ゆえ
に，この規定は.Briscoe判決における控訴裁判所の見解と矛盾するわけで
はない。翌年，議会は，この但し書を削除して次のように改正する法案を可
決した。すなわち.r当州のいずれの政党も，その州執行委員会を通じて，
自党の党員資格を定める権限をもち.誰がその党に投票等参加する資格を有
するか，および，その党のプライマリーの公式投票用紙に候補者として名前
を載せてもらう権利を有する者の資格，を独自に決定するJ.という内容で
ある。しかし，知事が，党内融和を破壊するとして拒否権を発動したので法
律とはならなかった。反対派の締め出しの争いは プライマリーへの候補者
に対する宣誓要求に関連して1930年に起きているが，これは後に触れること
にしよう。
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この後. 1932年の大統領選挙に先だ、って，テクサス州民主党の州執行委員
会は，次のような決議を採択した。すなわち，大統領候補者を指名する全国
党大会へのテクサス州民主党代議員は州の党大会で選出され，ナト|党大会への
代議員はprecinctまたはcountyの大会で選出される(この最下級の選挙は
プライマリー選挙と考えてよい)が，この大会へ参加するには.r私は，テ
クサス州民主党の大統領選挙人に投票するととにより，民主党の合衆国大統
領及び副大統領候補者を支援することを，ここに宣誓する」旨の宣誓書を提
出しなければならないというのである。これを巡って生じた訴訟(それがど
のような訴訟であったかははっきりしない)の中で，投票人にこのような宣
誓を要求する権限が州執行委員会にあるのかが争点となり，この争点につき
民事控訴裁判所から州最高裁に意見確認Ccert出cation)を求めた。これに
対する州最高裁の回答が.Love v. Buckner(22)で、あるo
そこにおいて，最高裁は，次のように答えて執行委員会の権限を認めた。
すなわち，当州の政党史や立法史に照らせば 政党あるいはその機関が，党
員資格や党大会，プライマリーにつき，法律によって授権されたもの以外の
権限を否定されているというのは正しくない。その逆で，法律は，州委員会
をはじめとする政党諸機関を政党権力の集積場所と認め，それを必要な限度
で統制し規制することのみを目指してきた。法律が禁止していないかぎり，
政党は，政党の目的から必然的に生ずる党員の義務を履行させるために合理
的な規則を決定する権利をもたねばならないのである。そして，政党がかか
る規則を州執行委員会の上うな通例の代理機関を通じて採択するのは，たと
え法律がこの点につき沈黙しているとしても 政党の権限を越えるものでは
ない。執行委員会が宣誓を要求する権限については 法律は沈黙してはいな
い。法律はその権限を者定せず，明白に承認 (recognIze) し，賦与(confer)
している。刑法240条は，ある党で投票した後に さらに他の党でも投票し
ようとすることを犯罪としているし 市民法典 (Civi!Statutes) 3169条は，
予備選挙の参加者を「当該政党の投票λ」に限定しているのである。これだ
けでも十分であるが，かりにまだ疑問があるとしても.3107条の「当州のい
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ずれの政党も，その州執行委員会を通じて，自党の党員資格を定める権限を
もち，誰がその党に投票等参加する資格を有するかそ独自に決定する……」
との規定により，境問は解消するであろう。立法府は，争いの余地なき明白
な言葉でこの権限を授けている (grant)のである，と(幻)。
本件における宣誓の内容は，現在の意図についてのものであり，過去の行
動を含んでいないので， 3107条の但し書の禁止に触れるものではなかった。
この時点で，プライマリーの投票用紙に印刷される統一的テストとしての宣
誓(さきに見た3110条)と本件の宣誓がどういう関係にあるのかは論じられ
ておらず，必ずしも明かでないが，両者の宣誓内容が矛盾することはない。
ゆえに，資格要件を追加したという意味をもつのかどうか，明かではない。
あるいは，大統領予備選挙の特殊性(直接予備選挙ではない)から， とくに
貫誓書を要求したのかもしれないが この点は確認できなかった。いずれに
せよ，この判決で，党員資格を決定する権限はもともと政党(およびその機
関)にあるのであり，法律の規制には服するが，その範囲内で権限は残って
いるという考えが確認されたのである。
この点を，黒人排除問題に関連して，さらに明確に確認したのが.Bell v. 
Hill(24)であった。法律でプライマリー選挙から黒人を排除することが合衆国
裁判所により違憲とされたテクサス州議会は，先にみたように，法律を改正
して，州執行委員会にプライマリー選挙への参加資格の決定権を与えた。そ
こで，州執行委員会は，これに基づいて，黒人排除の決議を行った。ところ
が，合衆国最高裁は， Nixon v. Condon (25)において，州執行委員会のこの決
定は州法による授権に基づくものであり，ゆえにステイト・アクションを構
成し，連邦憲法に違反すると判断した。党員資格の決定権は，政党の最高機
関としての党大会にあるのであり，執行委員会が決定権をもっとすれば，そ
れは州法3107条による授権を根拠にしてしかありえないというのである。そ
こで，テクサス州民主党は， 1932年5月にヒューストンで党大会を聞き， rテ
クサス州の憲法および法律の下に選挙権を有する全ての白人州民は本党の党
員となり，プライマリーに参加することができる」という決議を採択した。
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これに対し，黒人有権者が，州知事や民主党執行委員会などを相手に，自分
違に民主党のプライマリーで投票することを認めるよう命ずる職務執行命令
を求めたのが本件である。州最高裁は，合衆国裁判所による3107条の解釈に
疑問を最しつつ，次のように判示した。
3107条は，政党の党員資格を決定する権限がもともと政党の側にあること
を承認しているのであって，政党はその権限を執行委員会を通じて行使しで
もよいはずで、ある。しかし，いずれにせよ，立法府の目的が，政党およびそ
の党大会からこの権限を奪い取ることにあるならば それは明らかに州憲法
違反といわざるをえない，と。
しかし，たとえ政党に権限があるとしても，ナト|はその権限を規制すること
はできるはずである。 3107条の但し書がその証拠である。ゆえに，その規制
権限により，黒人差別を否定する法律を制定することは当然許されよう。し
かし，ナト|法はそのような規制を行っていないのであり，そうである以上，後
は政党の自由に委ねられるわけである。ここで対立しているのは，政党と黒
人であり，との関係には連邦憲法は原則的には適用されない。連邦憲法の制
限がこの政党権限の規制根拠となるためには 党大会の決議がステイト・ア
クションと認められなければならないのである。
付オ←プン・プライマリーの合憲性
ところで，法律によりプライマリーへの参加資格を党員以外にまで拡大す
ることが許されるかという問題については，先にカリフォルニア州最高裁判
決Brittonv. Board of Election Commissionersがそれを違憲としたのを見
た。同様な見解は，その後， 1912年のオクラホマ州刑事控訴裁判所判決 Ex
parte Wilson (お)においても表明されており，投票資格を党員に限定する閉鎖
的予備選挙の採用が諸外|で支配的な動向となっていった。しかし，開放的予
備選挙を探用した州も， きわめてわずかではあったが，存在し，ウイスコン
シン州がその代表例であった。この州では， 1903年の予備選挙法が開放的予
備選挙を導入し， 1904年の総選挙の際に州民投票に付され，そこで多数の賛
成をえて「発効」した。この法律の合憲性を争ったのがStatev. Frear(27)で
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ある。この訴訟は，州務長官および、会計官に対して予備選挙に関する事務・
支出を行うことを禁ずる命令を求めた納税者訴訟であったが，この中で原告
は，違憲理由のーっとして，法が投票人の政党所属と関係なくいずれの党で
も投票できることにしている点を「不適切な候補者の選択を通じて政党を混
乱・破壊する機会を敵対者に提供する」ものであると攻撃した。これに対し，
州最高裁はこう答えている。
「ある政党の党員が，プライマリーにおいて，異なる政治信条をもっ候補
者に投票するかも知れないというのは，そのとおりである。そのようなこと
が，プライマリー法の下では，プライマリ一法の採択前に存在したコーカス
制度の下でなされた以上に，なされてきた，あるいは，将来なされるであろ
うということは，かなり疑わしい。ある政治信条の信奉者のかなりの部分が，
プライマリー選挙において，ライバル政党に無価値な候補者を押し付けるた
めに，自分の政党を意図的に離れるであろうということは，ある程度の倫理
的下劣さを前提としており，その存振を仮定することは我々にはできない。
ある政治信条のメンバーをして他の政治信条の候補者あるいは政策を押しつ
けんと駆り立てる倫理規範は，勧められたものでないかもしれないが
それに対する異論は司法的というよりは政治的であり，裁判所によってでは
なく立法府により救済さるべきである。……もし立法府が，政党の無暇庇性
(in也grity)が守られることを重要と考えるなら，この法律は，たしかに，
その点で異常な状態を呈してはいる。」
論調としては，開放的予備選挙に相当違和感をもっていたことを窺わせる。
しかし，その点は政治問題として判断を回避したのである(刻。
(2) 投票者の権利侵害の争い
プライマリーにおける投票資格を法律で党員以外にまで拡大することは，
Britton判決により違憲とされたが，ウィスコンシン州では開放的予備選挙
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の合憲性が政治問題として判断回避されたのを見た。では，逆に，投票資格
を党員に限定することは憲法問題を提起しないであろうか。当時の政党は，
プライマリーの投票資格を法律により党員に隈定されることを政党の権利の
侵害とは感じなかったようである。もともとプライマリーが政党の内部問題
であったことを考えれば，それは当然の反応であったろう。政党にとっては，
党の内部問題に党員以外の者が介入してくることこそ問題だったのである。
ゆえに，この問題を政党の権利の侵害として争った事件は，私の調べたかぎ
りでは見あたらない。むしろ この問題は 投票者の憲法上の権利の侵害と
して争われている。その争い方は，基本的には次の二つに整理される。一つ
は，投票資格として政党所属の要件を課すことは，憲法の定める投票資格に
それ以外の要件を法律で加重する意味をもたないかであり，二つは，投票に
際して政党所属を明らかにしなければならないのは 投票の秘密を侵害しな
いかである。両論点が成立する前提として，プライマリー選挙が憲法の定め
る「選挙Jに該当し，選挙に閲する規定の適用があるのかどうかも問題とな
る。代表的な判例をいくつか紹介しておこう。
付)法律による要件の加重
リーデイング・ケースは，オレゴンナト|で'1901年予備選挙法の合憲性を争っ
た納税者訴訟Laddv. Holmes(鈎)である。この法律は，プライマリーでの投
票に際して党員であることに奥義を申し立てられた (challenged)者は，前
回の本選挙でその政党の候補者の過半数に投票したこと，あるいは，来るべ
き本選挙ではそうするととの責誓をしなければ，投票が許きれないと規定し
ていた。ところが，オレゴン州憲法は「この憲法に特別の定めのないかぎり.
当州に選挙前6カ月以上居住した21才以上の会合衆国白人男性市民……は，
法律の定めるあらゆる選挙において投票する権利を有する」と規定していた。
そこで， もしプライマリー選挙が憲法のいう「選挙」に該当するなら，投票
の資格要件として上記の宣誓を課すことは憲法の要求していない要件を加重
するものとして違憲とならないかが問題となったο州最高裁は，プライマリー
選挙が憲法のいう「選挙」に該当するとした上で，次のように判示した。
-224一
アメリカの予備選挙制度と政党の法的地位研究序説
「憲法の下に参政権を賦与されたすべての市民が，あらゆる選挙で投票す
る権利を有するというのは，正しくない。ある郡の市民は，他の郡で行われ
る地方役員の選挙で投票する権利はないのである。……したがって，全ての
選挙人の投票する権利というものは，法律の定める一切の選挙に及ぶのでは
なく，居住地と実施される選挙の性格に大きく依存している。政党のプライ
マリー選挙が，法律の授権と要請に従い，公務員の監督・監査の下に行われ
る場合も，同様である。全ての選挙人が特定政党の選挙において投票を許さ
れるわけではないということは，憲法違反ではない。ある党の選挙人は，邪
悪あるいはよこしまな動機に突き動かされているのでなければ，他の政党の
プライマリー選挙で投票したいなどと思わないであろうし，また，そのよう
な生得権を憲法内的であれ外的であれ有するものでもない。ゆえに，かれら
が文句を言いうるような権利も特権も蚕食もしくは侵害されてはいなしミ。わ
れわれは，政党の選挙を規定し，選挙権を党員に限定する立法府にたいして，
いかなる異論も見いださない。 (30)J 
Ladd判決は.プライマリー選挙も憲法にいう選挙であるという前提に立っ
たが，それを否定した判決もある。たとえば，ワシントン州の1907年予備選
挙法の合憲性を争ったマンデイマス訴訟のStatev. Nichols (31)で、ある。この
法律は，投票者が党員資格につき異義を唱えられた場合には，その党に所属
(a日!iate)するつもりであり その党の候補者を一般に支援するつもりであ
る旨の宣誓をするよう求めていた。これが憲法の要求していること以上の資
格を要求するもので違憲であると主張されたのに対し，州最高裁はこう答え
ている。
「もしプライマリー選挙が，本選挙での投票権者の資格に関する憲法規定
を適用せねばならぬほどに，本選挙の不可欠の一部となるに至っているとい
うなら，この主張にも説得力があろう。しかし，我々は，有権者資格を定め
る憲法規定が本法律の定めるプライマリー選挙に適用されるとは考えない。
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役職担当者を選挙することは，プライマリー選挙の目的ではない。目的は，
本選挙で投票の対象となる役職候補者を選ぶことなのである。そうであると
すれば，本選挙につき憲法の定める有権者資格は プライマリー選挙には適
用され得ない。 ωJ
(ロ) 秘密投票の侵害
次に，秘密投票の侵害を争った事件を見てみよう。まず最初は， Hopper v. 
Stack(羽)で、ある。これは，ニュー ・ジャー ジー ナト|の1901年法に従って市議会
(common counci1)議員候補者の指名を受けたHopperが，その届出を受理
するよう担当官に命ずる職務執行命令を求めた訴訟であったが，その中で
1901年法を改正した1903年予備選挙法の合憲性が問題となった。この法律は，
予備選挙の投票者に対し.党員資格に異義を唱えられたら，前回の本選挙で
その党の候補者の過半数に投票したこと等の貰誓をするよう求めていた。そ
こで，投票内容の公表を求めるのは投票の秘密を侵害することにならないか
が問題となったのである。これに対し，州最高裁は，そもそも投票の秘密は
憲法上の権利ではないから 法律により奪われでもしかたがないと答えてい
る。これに対し，カリフォJレニア州最高裁は， Katz v. Fitzgerald(34)において，
保護されるのは投票 (balot)の秘密であって，投票者がどの政党のプライ
マリーに参加するかについての秘密ではないと判示している。ここでは，ど
の党のプライマリーに投票するかの告知が問題となっただけで，過去の本選
挙の投票内容に関する貫普が問題となったのではないことが，判示内容に違
いをもたらしたのかもしれない。たしかに，どこの党のプライマリーに参加
するかを宣言したからといって，その党のどの候補者に投票するかについて
秘密が侵害されるわけではない。したがって，たとえ憲法で秘密投票を保障
していても，どの党のプライマリーに投票するかはその保障がカヴァーする
問題ではないといえる。したがって，憲法が秘密投票を保障していたJレイジ
アナ州で¥投票者が所属政党を宣言することが問題となったStatev. 
Michel(35)では，同じ論理で解決し得たであろう(お)。
では，憲法で秘密投票を保障しているとき，過去または来来の本選挙でど
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のような投票をしたか，あるいは，するつもりかを宣誓させることは，どう
であろうか。それに答えようとしたのが.State v. Felton (37)で、ある。これは
オハイオ州のプライマリー選挙法に基づく公金支出の差し止めを求めた訴訟
であるが，その中で，法律を遠藤とする理由の一つに秘密投票の侵害が主張
された。州憲法は.i全ての選挙は投票用紙 (bal!ot)により行う」と規定し
ていたが，ここにいう「投票用紙」とは秘密の投票用紙 (secretballot)を
意味するというのであるO ナト|最高裁は，かりにそうだとしても，投票者が識
に投票したか，あるいは，投票するつもりかを(任意に)公表することを禁
止するものは何もない」のであり.1政党への加入とプライマリーへの参加は，
依然として任意的なのである」と判示している。
おわりに
本稿は，予備選挙制度が州法により導入されたとき，どのような憲法問題
が意識されつつあったかを当時のいくつかの州裁判所の判例を手がかりに概
観した。政党の内部腐敗の改革を求める世論の圧力の下に，政党としては法
律による予備選挙の導入は受け入れつつも，法律が規定する党員資格=予備
選挙投票資格の要件については その過剰あるいは不十分さに異議を唱え，
党(の多数派)が適切と考える要件を超える法規定に対しては政党の内部問
題への不当な介入として争い 不十分な場合には党規則による要件の加薫が
認められるべきことを主張していた。また，法律や党規則により予備選挙投
票権を規制される党員あるいは一般有権者も自己の権利の侵害を主張する訴
訟を提起していた。そして こうした問題を巡って一定の憲法論が形成され
つつあったと見ることができょう。
しかし，この時点、では，連邦憲法の修正条項，特にその l条が14条を通じ
て州に適用されるようになる前の段階であり，憲法論といっても州憲法との
関連のものにすぎない。やがて連邦憲法の修正条項が適用されるようになる
と，予備選挙を定める州法は当然連邦憲法の拘束下に組み込まれることにな
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るが， しかし，ナト比しては，連邦の介入を回避しようとすれば，予備選挙を
政党の内部的な「私事」に戻すという方法もありうるのであり，予備選挙と
政党規制の問題が連邦憲法問題として展開していくためには，予備選挙を政
党の私事から公的選挙の問題へと転換する必要があった。その課題を担うの
がステイと・アクション法理であるが，その判例展開を追跡するのは別稿(38)
の課題となる。
〈注〉
( 1 ) Spier v. Baker， 52 P. 659， 663 (Cal. 1898) . この判決は，本法律が強制
法規として制定されたことを理由にプライマリー選挙を憲法でいう「選挙J
に該当すると判断し，その前提にたって，投票資格獲得のための居住期間
につき，憲法が選挙前90日間としているのを法律がプライマリーにつき30
日間に縮小し投票権者の範囲を拡大した点，などをとらえて憲法違反とし
た。政党所属を投票資格とする点については，プライマリーが「選挙Jで
あるとすれば，憲法で定める資格要件の加重となるのではないかが問題と
なるが，本判決は，この点についての判断には立ち入らず，たとえ「選挙」
でないとしても，法律で「党員資格Jを定めるということ自体が問題であ
ると述べたのである。
( 2 ) Clarence A. Berdahl， Party Memb巴rshipin the United States， 1， 36 Am. 
Pol. Sci. Rev.l6， 27 (1942). 
( 3 ) Ibid.，p.25. 
( 4 ) Ibid.，p.26. 
(5 ) ミシガンナトはヴァーモント州では，閉鎖的プライマリーを採用しており，
ゆえに，投票所で支持政党を宣言しなければならなかったが，党員の要件
は法律で定めておらず， したがって，投票者は宣言するだけでよかった。
これに異義を唱えることは許されなかったのである。 CharlesE. Merriam 
& Louise Overacker， Primary elections， pβ9. 
( 6 ) C.A. Berdahl. supra note (2)， p.27-28. 
( 7) Alonzo H. Tuttle， Limitations upon the Power of the Legislature to 
Control Political Parties and their Primaries， 1 Mich. L. Rev. 466，479 
(1903) .もっとも，当時の判例は，資格要件の法定を一般に合憲としており，
過去の支持についてのみ特に争った事例はない。
( 8 ) Cf.Cunningham v. McDermett， 277 S.W. 218 (Tex. 1925).カニンガムと
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マクダーミットは，共に民主党プライマリーにおいて'countyand district 
c1erkに立候補したが，カニンガムが勝って民主党候補者に指名された。と
ころが，本選挙においては，カニンガムの得票78票に対し，マクダーミッ
トに書き込み投票した票が97票あり，マクダーミットが当選と決定された。
そこでカニンガムは，マクダーミットの友人指名の投票は無効である(こ
れがマクダーミットに投票されたということがどうして判明したのかは，
判決には述べられていない)，なぜなら彼らがプライマリーに際して行った，
カニンガムを支持するとの宣誓に違反するから， と主張した。これに対し，
判旨は，法律がプライマリーにおける宣誓を規定したのは，当時政党にお
いて広く行われていた慣行を尊重しただけで.本選挙における投票権を制
限する意図はなかったと判断した。
( 9 ) Noel Sargent， The Law of Primary Elections， 2 Minn. 1. Rev. 97， 193 
(1918). Berdahlも次のように述べている。「長年，イリノイ州南部において，
筆者は一つの異義申し立ても聞いたことがない。また，選挙管理人が法律
で要求されているとおり投票者の政党所属貫言を複唱するのを聞いたこと
もなく，少なくとも一回，管理人が投票者から要求もされないうちに党の
投票用紙を手渡すのをみたことがある。たまたまその投票者が望んでいた
政党の投票用紙ではあったが。JBerdahl， supra note (2)， p.29， n.37. 
(10) Berdahl， supra note (2)， p.31. 
(11) 注(1)に対応する本文参照。
(12) 61 P. 1115 (Cal. 1900). 
(13) Ibid.， at1118なお，本判決は.プライマリーを公的な形で行う政党を前回
選挙で3パーセント以上得票した政党に限定した点についても，平等違反
で違憲と判断している。
(14) 91 P. 502 (Ca1. 1907) 
(15) もっとも， Socia!ist Party v. Uhl， 103 P. 181 (Cal. 1909)においては.政
党の権利の侵害という主張もなされたようである。カリフオ jレニア州では.
1908年に憲法第2条第2節の2が再度改正された。従前の規定では， I党大
会への代議員の選出Jに関するプライマリーを規制する権限しか立法府に
与えられていなかったため， I候補者の直接指名」を行うプライマリーを規
定する権限も与えるために改正されたのである。そして，この授権に基づ
いて1909年の予備選挙法が合衆国上院議員候補者の震接予備選挙(当時は
上院議員の選挙権は議会にあり，この予備選挙は諮問的なものにすぎない)
を含める形で制定された。この1909年法の合憲性を争ったのが，この事件
であるが，違憲理由の lつとして， 1366 a条の定める資格要件が議論の対
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象となっている。この規定内容は， Schostag v. Catorで争われた1907年法
の1366a条と同じままのようである。判決は，資格要件を定める州議会の
権利と義務は疑う余地がない，資格要件の定めがなく誰もが好きな政党の
予備選挙に参加で、きるとすれば，やがて政党は破壊されてしまうであろう，
と述べて，違憲の主張を退けている。
(16) cf‘Schostag v. Cator， 91 P. 502， 503 (Cal. 1907). 
(17) cf. State v. Michel， 46 So. 430， 435 (La.1908). 
(18) Love v. Wilcox， 28 S.w (2d) 515， 523 (Tex. 1930).なお，以下にのべる
テクサス州、法の歴史は，主として本判決中の記述に依拠している。
(19) 286 S.W. 275 (Tex. 1926). 
(20) Nixon v. Herndon， 273 U.S. 536 (1927). 
(21) 高橋「アメリカの予備選挙制度と政党の法的地位研究序説一予備選挙の
投票資格規制とステイト・アクション法理」法律論叢83巻2・3号263頁。
(22) 49 S.w (2d) 425 (Tex. 1932). 
(23) この判旨の言わんとするところは，もともと政党の側に権限があり，法
律はそれを規制してきたにすぎないということであるが，論旨に多少の混
乱があり，かかる権限を法律がconferあるいはgrantしているという表現を
用いたので，法律の授権による権限であると理解しているかの印象も与え
ることになり，のちにこの判決の解釈の対立を生み出すことになった。後
述参照。
(24) 74 S.w (2d) 113 (Tex. 1934). 
(25) 286 U. S. 73 (1932).高橋・前掲注(21)論文266頁参照。
(26) 125 P. 739 (Okl. 1912) この事件は，ある投票所の選挙管理人が，投票
に来た有権者に対し違法に投票用紙の交付を拒絶したという理由で令状逮
捕され拘禁されたため，人身保護令状を求めた事件である。オクラホマ州
憲法は強制的予備選挙を定める権限を立法府に与えており，これに基づい
て1907-8年法 (1909年に一部改正)が制定されていた。それによれば，有
権者は選挙人登録に際して政党所属 (p紅tya伍liation)を告げることができ，
告げた場合にはそれが登録証に記載される。予備選挙においては，政党ご
とに色の違う公式の投票用紙が準備されており，いずれか一つの政党の投
票用紙が投巣者の要求に基づき交付されることになっていた。本件では.
ある有権者が民主党の投票用紙を要求したのに選挙管理人が民主党員で
あることに疑いをもち交付を拒否したというのである。法務長官の意見で
は，法律は政党所属に関係なく，無差別の投票を許容しており(すなわち.
開放的予備選挙を規定している)，それを妨害すれば犯罪となるとしており，
-230一
アメリカの予備選挙制度と政党の法的地位研究序説
逮捕令状の発行.逮捕・拘禁はこの意見に碁づいて行われた。これに対し，
裁判所は，法律をそのように解釈すると違憲となるとして，人身保護令状
を認めた。
(27) 125 N.W. 961 (Wis. 1910). 
(28) ちなみに，との事件では， もう一つの違憲理由として，州民投票に付し
た点を争っている O 法律の制定権は 憲法上議会仁与えられている。にも
かかわらず.この法律は， 1十|民投票で過半数の賛成を得られたときに発効
すると定めた。これが，立法権の違憲的な委任だと攻撃されたのである。
これにたいし，最高裁は，法律は議会により制定きれており，その効力の
発生のみが州民投票に依存させられたにすぎないから.立法権の委任とは
異なると答えている。
(29) 66 P. 714 (Or. 1901). 
(30) Ibid.， at719.なお，党員のテストを資格要件の加重だとして争った事件と
して，他に次のようなものがあるが，すべて合憲とされている。 Statev. 
Drexel. 105 NW. 174 (Neb， 1905) ; Rouse v. Thompson， 81 N.E. 1109 (Il. 
1907) ; Shostag v. Cator， 91 P. 502 (Cal. 1907) ; Morrow v. Wipf， 115 NW. 
1121 (S.D. 1908); Stat巴v.Feltρn， 84 N.E. 85 (Ohio 1908); Riter v. Douglass， 
109 P. 444 (Nev. 1910); State v. Flaherty， 136 NW. 76 (N.D. 1912). 
(31) 97 P. 728 (Wash. 1908). 
(32) Ibid.， at731. プライマリー選挙が憲法のいう選挙には当たらないとした
判例として， State v. Felton， 84 N.E.85 (Ohio 1908)も参照。「政党の候補
者を指名するために行われるにすぎないプライマリー選挙は，この憲法規
定のいう意味での選挙ではない。その規定は公職担当者 (of!icers)の選挙
について述べており，候補者の指名についてではないJ(at 89) 0 St旦tev. 
日出巴rty.136 N.W. 76 (N.D. 1912)も同様。 at79. 
(33) Hopper v. Stack， county clerk， 69 N. ]. L. 526， 56 A. 1 (1930). 
(34) 93 P. 112 (Cal. 1907). 
(35) 46 So. 430 (La. 1908). 
(36) ただしこの判決は これとは異なる論理を展開している。
(37) 84 N.E.85 (Ohio 1908). 
(38) 高橋・前掲注 (21)論文参照。
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